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1.  平成23年11月期第1四半期の連結業績（平成22年12月1日～平成23年2月28日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年11月期第1四半期 2,864 △15.2 506 18.5 378 17.2 221 15.0
22年11月期第1四半期 3,376 38.2 427 70.0 322 181.7 192 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

23年11月期第1四半期 2,669.05 2,501.92
22年11月期第1四半期 2,353.75 2,213.05

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年11月期第1四半期 28,200 9,796 31.1 105,694.16
22年11月期 28,189 9,641 30.5 103,628.91

（参考） 自己資本   23年11月期第1四半期  8,783百万円 22年11月期  8,601百万円

2.  配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無  無  
 

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

22年11月期 ― 550.00 ― 550.00 1,100.00

23年11月期 ―

23年11月期 
（予想）

550.00 ― 550.00 1,100.00

3.  平成23年11月期の連結業績予想（平成22年12月1日～平成23年11月30日） 
（％表示は、通期は対前期、第２四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

（注）当四半期における業績予想の修正有無  無  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
(累計)

6,575 1.4 938 16.2 679 13.2 379 11.6 4,573.49

通期 13,012 4.9 1,873 16.4 1,350 16.7 753 15.9 9,081.93



(1) 当四半期中における重要な子会社の異動  無  
（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用  有  
（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表
示方法等の変更の有無となります。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、四半期連結財務諸表
に対する四半期レビュー手続が実施中です。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、
実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 

4.  その他 （詳細は、【添付資料】P.3「その他の情報」をご覧ください。）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年11月期1Q 83,100株 22年11月期  83,000株

② 期末自己株式数 23年11月期1Q  ―株 22年11月期  ―株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 23年11月期1Q 83,039株 22年11月期1Q 81,901株
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（１）連結経営成績に関する定性的情報 

 当第１四半期連結会計期間（平成22年12月１日～平成23年２月28日）における我が国経済は、海外経済が新興

国・資源国に牽引され再び高まっているもとで、輸出や生産が緩やかに改善し景気が持ち直しているものの、米欧

経済の先行きや国際金融市場の動向、雇用・所得環境に引き続き厳しさが残っており、先行きは依然不透明な状況

が続いております。 

当社グループの属する不動産業界におきましては、住宅ローン減税拡充等の政策支援により、平成23年１月の

新設住宅着工戸数は、前年同月比2.7％増で、８ヶ月連続増加（国土交通省 建築着工統計調査報告 平成23年２月

28日発表）し、市況の回復傾向が見られます。 

 このような市場環境の中、当社グループは、基幹事業である中古マンション事業の収益力を引き続き強化し、販

売、リノベーション等の周辺の事業領域にも収益機会の拡大を図ってまいりました。ニッチ市場である賃貸中の中

古マンション物件については、賃料収入が安定的かつ確実な収益源として寄与しております。当第１四半期連結会

計期間は、中古マンション事業での売上高減少を受けて売上高が減少したものの、全セグメントにおいて営業利益

が増加いたしました。また、人員の増強等に伴い販売費及び一般管理費が増加し、物件取得に応じた有利子負債の

増大に伴い営業外費用が増加しております。 

 この結果、当社グループの当第１四半期連結会計期間における業績は、売上高2,864,603千円（前年同四半期比

15.2％減）、営業利益506,016千円（同18.5％増）、経常利益378,195千円（同17.2％増）、四半期純利益221,635

千円（同15.0％増）となりました。 

 セグメントの概況は、次のとおりであります。 

（中古マンション事業） 

 中古マンション事業におきましては、良好な市場環境のもとで１室当りの売却利益を最大化すべく、時間をかけ

てより付加価値の高い物件作りに注力したことから、販売数・売上高は減少したものの、売却利益率が上昇いたし

ました。この結果、売上高は2,482,032千円（同19.6％減）、営業利益は485,292千円（同8.8％増）となりまし

た。なお、当第１四半期連結会計期間の売上原価に含まれる販売用不動産評価損は11,061千円であります。 

（インベストメント事業） 

 インベストメント事業におきましては、引き続き新規投資を行わずに保有物件の稼働状況の改善に注力し、さら

に物件売却が進捗したことを受け、売上高及び営業利益が増加いたしました。この結果、売上高は311,528千円

（同25.6％増）、営業利益は35,049千円（同130.5％増）となりました。 

（アドバイザリー事業） 

 アドバイザリー事業におきましては、証券化受託案件の物件売却に伴う報酬が計上され、また、子会社での仲介

業務が順調に拡大したことから、売上高及び営業利益が増加いたしました。この結果、売上高は71,042千円（同

73.3％増）、営業利益は47,559千円（同95.0％増）となりました。 

  

（２）連結財政状態に関する定性的情報 

①資産、負債及び純資産の状況 

 当第１四半期連結会計期間末における総資産につきましては、前連結会計年度末に比べ、10,875千円増加し、

28,200,160千円となりました。これは主として、物件取得により販売用不動産が209,225千円増加した一方、現金

及び預金が150,486千円減少したことによるものであります。 

 負債につきましては、前連結会計年度末に比べ、143,680千円減少し、18,403,797千円となりました。これは主

として、短期借入金が1,300,340千円、1年内返済予定の長期借入金が1,680,518千円増加した一方、長期借入金が

2,761,491千円、未払法人税等が342,492千円減少したことによるものであります。  

 純資産につきましては、前連結会計年度末に比べ、154,555千円増加し、9,796,362千円となりました。これは主

として、利益剰余金が175,985千円増加したことによるものであります。  

  

②キャッシュ・フローの状況に関する状況  

 当第１四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ、

150,486千円減少し、1,906,811千円となりました。この主な増減は、次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第１四半期連結会計期間において営業活動により使用した資金は299,888千円（前年同四半期は838,398千円の

獲得）となりました。これは主として、税金等調整前四半期純利益378,195千円、販売用不動産の増加額209,225千

円、法人税等の支払額458,402千円によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第１四半期連結会計期間において投資活動に使用した資金は2,928千円（前年同四半期比 27,071千円減）と

なりました。これは、有形固定資産の取得による支出2,928千円によるものであります。 

１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報



（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第１四半期連結会計期間において財務活動に獲得した資金は152,330千円（前年同四半期は1,380,356千円の使

用）となりました。これは主として、短期借入金の純増額1,300,340千円、長期借入れによる収入2,601,600千円、

長期借入金の返済による支出3,682,573千円によるものであります。 

  

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

平成23年３月11日に発生いたしました東北地方太平洋沖地震による影響は、現時点において軽微であるため、

平成23年１月14日に発表した平成23年11月期の連結通期業績予想に変更はありません。今後、業績への影響が見込

まれるような事象が確認された場合には、速やかに開示いたします。 

  

（１）重要な子会社の異動の概要 

該当事項はありません。  

  

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

・棚卸資産の評価方法 

棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積り、簿価切下

げを行う方法によっております。 

・固定資産の減価償却費の算定方法 

定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法によっ

ております。 

・繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法  

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生状

況に著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・プラン

ニングを利用する方法によっております。 

  

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

①会計処理基準に関する事項の変更 

 資産除去債務に関する会計基準の適用  

  当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月

31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31

日）を適用しております。 

  これにより、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響はありません。 

 ②表示方法の変更 

（四半期連結損益計算書関係） 

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の

適用により、当第１四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しておりま

す。 

  

（４）継続企業の前提に関する重要事象等の概要 

該当事項はありません。  

   

２．その他の情報



３．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成23年２月28日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年11月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,906,811 2,057,298

営業未収入金 63,349 63,168

販売用不動産 21,465,113 21,255,888

繰延税金資産 37,212 61,775

その他 208,364 212,317

貸倒引当金 △40,129 △34,618

流動資産合計 23,640,722 23,615,830

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 1,221,454 1,220,755

減価償却累計額 △425,124 △413,941

建物及び構築物（純額） 796,330 806,814

土地 2,119,800 2,119,800

その他 39,744 37,515

減価償却累計額 △27,046 △25,915

その他（純額） 12,697 11,600

有形固定資産合計 2,928,828 2,938,214

無形固定資産 10,912 12,096

投資その他の資産   

投資有価証券 1,316,800 1,316,800

繰延税金資産 72,755 72,933

その他 228,940 231,694

投資その他の資産合計 1,618,495 1,621,427

固定資産合計 4,558,236 4,571,739

繰延資産 1,200 1,714

資産合計 28,200,160 28,189,284



（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成23年２月28日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年11月30日) 

負債の部   

流動負債   

営業未払金 131,019 187,606

短期借入金 2,489,740 1,189,400

1年内返済予定の長期借入金 4,436,794 2,756,276

1年内償還予定の社債 100,000 100,000

未払法人税等 126,091 468,583

その他 516,249 480,417

流動負債合計 7,799,893 5,182,283

固定負債   

長期借入金 10,567,589 13,329,080

その他 36,314 36,113

固定負債合計 10,603,903 13,365,193

負債合計 18,403,797 18,547,477

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,952,370 2,949,370

資本剰余金 2,920,810 2,917,810

利益剰余金 2,910,004 2,734,019

株主資本合計 8,783,184 8,601,199

新株予約権 20,395 19,187

少数株主持分 992,782 1,021,420

純資産合計 9,796,362 9,641,807

負債純資産合計 28,200,160 28,189,284



（２）四半期連結損益計算書 
（第１四半期連結累計期間） 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年12月１日 
 至 平成22年２月28日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年12月１日 
 至 平成23年２月28日) 

売上高 3,376,925 2,864,603

売上原価 2,709,576 2,099,704

売上総利益 667,349 764,899

販売費及び一般管理費 240,332 258,882

営業利益 427,016 506,016

営業外収益   

受取利息 548 226

その他 462 0

営業外収益合計 1,010 227

営業外費用   

支払利息 74,694 93,426

支払手数料 30,073 34,107

その他 514 514

営業外費用合計 105,282 128,048

経常利益 322,745 378,195

特別利益   

償却債権取立益 2,427 －

特別利益合計 2,427 －

税金等調整前四半期純利益 325,172 378,195

法人税、住民税及び事業税 130,978 133,069

法人税等調整額 2,669 24,741

法人税等合計 133,648 157,811

少数株主損益調整前四半期純利益 － 220,383

少数株主損失（△） △1,249 △1,251

四半期純利益 192,774 221,635



（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年12月１日 
 至 平成22年２月28日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年12月１日 
 至 平成23年２月28日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 325,172 378,195

減価償却費 29,826 13,498

貸倒引当金の増減額（△は減少） △790 5,511

受取利息 △548 △226

支払利息 74,694 93,426

社債発行費償却 514 514

営業債権の増減額（△は増加） 2,887 △875

販売用不動産の増減額（△は増加） 560,628 △209,225

営業債務の増減額（△は減少） △15,368 △56,586

その他 △4,859 26,870

小計 972,157 251,102

利息の受取額 537 225

利息の支払額 △74,274 △92,814

法人税等の支払額 △60,021 △458,402

営業活動によるキャッシュ・フロー 838,398 △299,888

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 － △2,928

定期預金の預入による支出 △30,000 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △30,000 △2,928

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 890,340 1,300,340

長期借入れによる収入 2,847,000 2,601,600

長期借入金の返済による支出 △5,021,120 △3,682,573

株式の発行による収入 13,500 6,000

配当金の支払額 △81,841 △45,650

少数株主への配当金の支払額 △28,235 △27,386

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,380,356 152,330

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △571,958 △150,486

現金及び現金同等物の期首残高 2,787,170 2,057,298

現金及び現金同等物の四半期末残高 2,215,211 1,906,811



 該当事項はありません。  

  

〔事業の種類別セグメント情報〕 

前第１四半期連結累計期間（自 平成21年12月１日 至 平成22年２月28日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業は、役務の系列及び類似性を考慮して区分しております。 

２．各区分に属する主要な役務 

    

   〔所在地別セグメント情報〕 

 前第１四半期連結累計期間（自 平成21年12月１日 至 平成22年２月28日） 

 海外拠点を有しておりませんので、該当事項はありません。 

  

   〔海外売上高〕 

 前第１四半期連結累計期間（自 平成21年12月１日 至 平成22年２月28日） 

 海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  

   〔セグメント情報〕 

１．報告セグメントの概要  

 当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であ

り、取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となってい

るものであります。 

 当社グループは、賃貸中のファミリータイプのマンションの売買及び賃貸を主な事業とし、さらにマ

ンションに限らず幅広い住居系不動産への投資、金融及び不動産分野におけるコンサルティング等の事

業活動を展開しております。これにより、「中古マンション事業」、「インベストメント事業」及び

「アドバイザリー事業」の３つを報告セグメントとしております。 

 各事業の内容は下記のとおりであります。 

「中古マンション事業」・・・中古マンション販売事業及び賃貸事業 

「インベストメント事業」・・不動産販売事業及び賃貸事業（中古マンション事業を除く） 

「アドバイザリー事業」・・・不動産仲介事業、賃貸管理事業及び投資助言業  

  

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）セグメント情報

  
  

中古マンショ
ン事業  
 （千円） 

インベストメ
ント事業  
（千円）  

アドバイザリ
ー事業  
（千円）  

計
（千円）  

消去または 
全社  
（千円）  

連結
 （千円） 

                  

売上高                               

（1）外部顧客に対する売上高   3,087,911  248,030  40,983  3,376,925  －  3,376,925

（2）セグメント間の内部売上

高または振替高   

 －  －  11,245  11,245  △11,245  －

         計  3,087,911  248,030  52,229  3,388,171  △11,245  3,376,925

      営業利益  446,104  15,204  24,394  485,703  △58,686  427,016

事業区分   

中古マンション事業 マンション売却収入、マンション賃貸収入 

インベストメント事業 不動産売却収入、不動産賃貸収入 

アドバイザリー事業 業務委託料、不動産仲介手数料 



２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  

当第１四半期連結累計期間（自平成22年12月１日 至平成23年２月28日）  

（注）１．セグメント利益の調整額△61,884千円は、各報告セグメントに配分していない販売費及び一般管

理費の全社費用であります。 

   ２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。  

  

(追加情報) 

 当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号 

平成21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第

20号 平成20年３月21日)を適用しております。  

  

 該当事項はありません。 

  

  （単位：千円）

  
中古マンシ
ョン事業 

 インベスト

メント事業 

アドバイザ
リー事業 

合計
調整額 
（注）１ 

四半期連結
損益計算書
計上額 
（注）２

売上高   

  外部顧客への売上高 2,482,032 311,528 71,042 2,864,603 － 2,864,603

  
セグメント間の内部

売上高又は振替高  
－ －  41,738   41,738 △41,738 － 

計  2,482,032 311,528 112,780 2,906,342 △41,738 2,864,603 

セグメント利益 485,292 35,049 47,559 567,901 △61,884 506,016

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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